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リモートワークの実態は？ 

◆リモートワーク、どのくらい

やってるの？ 

東京商工リサーチが実施し

たアンケート調査（11 月実施、

有効回答 1 万 1,076 社）の結果

をみると、在宅勤務・リモート

ワークを「現在も実施してい

る」企業は 30.7％にとどまり、

導入後に「取りやめた」企業は

25.4％にのぼっているとのこと

です。 

また、リモートワークを実施

している企業について、従業員

の何割が実施しているかを尋

ねたところ、割合の大きい順

に、「１割」29.80％、「２割」

13.92％、「３割」12.85％、「10

割」11.14％、「５割」10.95％と

いう結果でした。業務がリモー

トに向かないというケースも

あるのでしょうが、実態として

はこのような実施率のようで

す。 

◆現役世代にとっての新型コ

ロナ 

現役世代での新型コロナに

よる死亡率も、日本では高くな

いのが実態のようです。新型コ

ロナの死亡者の平均年齢は

79.3 歳で、ほぼ男性の平均寿命

（80.98 歳）と同じであり、健

康寿命（男性 72.14 歳、女性

74.79 歳）との比較でみると男

女とも死亡者の平均年齢のほ

うが上回っているという状況

だそうです。 

http://agora-

web.jp/archives/2049200.html 

経団連がコロナ対策のガイ

ドラインを改訂し、出張につい

て「見合わせ」から「注意」に

変更するなど、不合理な対策は

改めようという動きもある一

方、まだまだ自粛一辺倒のよう

な空気もあります。会社が立ち

行かなくなっては元も子もあ

りませんから、ワクチンの開発

など期待せずに、感染の現状に

ついて自社で判断しながら、で

きることからやっていくしか

ないのでしょう。 

◆雇調金などもあるけれど…

… 

前述のアンケート調査では、

「１年以内に廃業を検討する

可能性がある」と回答した中小

企業が 42.2％に上っています。

11 月上旬時点の調査結果なの

で、第 3 波を迎えているとされ

る現時点では、増加している可

能性もあります。 

特例措置の期間が延長され

た雇用調整助成金などの利用

も、一時的には考えられます

が、いつまでも頼れるものでは

ありません。 

自粛継続によって経済がシ

ュリンクし、自殺率が高まるな

ど、社会的な問題も深刻となり

つつあります。医療崩壊を防ぐ

には、新型コロナを指定２類感

染症としている取扱いの見直

しも検討が必要かもしれませ

ん。経済回復との両立に向け、

感染防止に向けた取り組みの

再点検が求められます。 

【株式会社東京商工リサーチ 

第 10 回「新型コロナウイルス

に関するアンケート」調査】 

https://www.tsr-

net.co.jp/news/analysis/20201

125_01.html 

◆人手不足企業向けには新た

な雇入れ助成も 

コロナ禍による離職者等で、

就労経験のない職業に就くこ

とを希望する求職者を一定期

間試行雇用する事業主に対す

る賃金助成制度（トライアル雇

用助成金）を創設するととも

に、紹介予定派遣を通じた正社

員化（キャリアアップ助成金）

を促進するとされています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人手不足に悩んでいる企業に

おいては、こうした制度の活用

による人材確保も検討してみる

のもよいかもしれません。 

「電話代行サービス」を利

用する企業が増加 

◆コロナ禍で「電話代行サービ

ス」が注目されています 

新型コロナウイルスの感染拡

大の影響により、多くの企業が

テレワークを導入しましたが、

従業員の少ない企業や電話対応

の多い部署は、電話番をするた

めに出社せざるを得ないという

問題が生じます。また、電話対応

は本来の業務を中断しなければ

ならないため、生産性が低下し

ます。 

このような問題を解決するた

め、「電話代行サービス」を利用

する企業が増えています。 

◆電話代行サービスの特徴 

電話代行サービスは、秘書代

行・電話秘書サービスとも呼ば

れ、オフィスにかかってきた電

話に外部のオペレーターが代わ

りに要件を聞き、本人に取り次

ぎます。取次ぎができない場合

は、電話やメールで内容を連絡

してくれます（連絡方法はサー

ビス会社によって異なります

が、チャット、LINEなども可能）。

そのため、内容を記録に残すこ

ともできます。 

また、電話応対の教育・研修を

受けたオペレーターが対応する

ため、企業のイメージアップに

もつながります。 

◆自社のニーズに合ったサービ

ス会社を選ぶには？ 

 現在、電話代行サービス会社

は多数あり、会社によって提供

できるサービス内容は様々で

す。例えば、士業事務所や不動

産会社の場合は、法律用語や業

界知識が問われますので、業種

専門のオペレーターが対応す

るサービスがあります。また、

業務時間外の夜間や休日でも

対応可能な会社もあります。 

 ほかにも、通販の商品説明や

受注代行、クレーム対応までを

行うサービスもあるようです。 

 電話代行サービスを利用す

る際の費用は、月の電話件数や

オペレーターの人数によって

異なりますので注意が必要で

す。利用を検討する際は、ニー

ズに合ったサービス内容やオ

ペレーターの質、費用等を比較

しながら、探すことが必要でし

ょう。 

1 月の税務と労務の手続期

限［提出先・納付先］ 

12 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民税

特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

※ただし、６ヶ月ごとの納

付の特例を受けている場合

には、令和２年 7 月から 12

月までの 

 徴収分を 1 月 20 日まで

に納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得

届の提出＜前月以降に採用

した労働者がいる場合＞

［公共職業安定所］ 

2 月 1 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報

酬等支払調書・同合計表＞

の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜１

月１日現在のもの＞［市区

町村］ 

○ 固定資産税の償却資産に関

～当事務所より一言～ 

今年の目標 

どんなことがあっても、

『冷静に、心穏やかに、思

いやりを忘れず、ハッピー

な気持ちで、過ごしたいで

す。』 

 

有難うございます（感謝） 

今年もよろしくお願いし

ます。 

する申告［市区町村］ 

○ 個人の道府県民税・市町村

民税の納付＜第４期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜

休業４日未満、10 月～12 月

分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵

便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書

の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第 3

期分＞ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書の

提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税に係る住宅用地

の申告［市区町村］ 

本年最初の給料の支払を受ける

日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等

（異動）申告書の提出［給与

の支払者（所轄税務署）］ 

○ 本年分所得税源泉徴収簿の

書換え［給与の支払者］ 

 


